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（１）制度の趣旨・体系（根拠法令等） 

① 地方自治法 第 100 条 

（第 14 項） 

普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の

活動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務

活動費を交付することができる。 

この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活

動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。 

（第 15 項） 

前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政

務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。 

（第 16 項） 

議長は、第 14 項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 

▼ 

② 山形県政務活動費の交付に関する条例  

（第２条） 

県は、山形県議会議員の県政に関する調査研究と施策立案の一層の充実を図り、併せて

更なる議会の活性化を進めるため、第４条第１項の規定による届出をした会派（所属する

議員が一人の会派を含む。）及び議員に対し、政務活動費を交付する。 

（第３条の３第１項） 

  政務活動費は、会派及び議員が実施する調査研究、研修、広聴広報、要請陳情、住民相

談、各種会議への参加など県政の課題及び県民の意思を把握し、県政に反映させる活動そ

の他の住民福祉の増進を図るために必要な活動（「政務活動」）に要する経費に対して支出

する。 

（同条第２項） 

  政務活動費は、政務活動に要する次の経費に充てることができる。 

   (1)調査研究費 (2)研修費 (3)広聴広報費 (4)要請陳情等活動費 (5)会議費 

   (6)資料作成費 (7)資料購入費 (8)事務所費 (9)事務費 (10)人件費 

（第 11 条） 

  議長は、政務活動費の適正な使用を期すため、収支報告書が提出されたときは必要に

応じて調査を行うものとし、政務活動費の適正な運用及び使途の透明性の確保のために

必要があると認めるときは、会派及び議員に対し必要な措置を講ずるよう求めることが

できる。 

▼ 

③ 山形県政務活動費の交付に関する条例施行規程 

 条例の施行に関し必要な事項を規定 

▼ 

④ 山形県政務活動費の取扱いに関する要領 

支出に当たっての基本的事項、各経費の主な例及び運用の目安並びに政務活動費を充当

するのに適さない事項等について規定 

１ 政務活動費の概要 
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（２）条例の制定・改正等の経緯 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 名称が「政務調査費」から「政務活動 

費」に変更された。 

○ 政務活動費を充てることができる経費

の範囲を条例で規定することとされた。 

○ 使途の透明性確保について議長の努力

義務が定められた。 

国等の動き 条例等の制定・改正等の経緯 

 

 

 

 

 

○ 自治法第 232 条の 2 に基く、 

公益上必要がある場合の補助金と 

しての位置付け（会派交付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 要綱に基く補助金から条例に基

く交付金へ（会派交付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 領収書の全額添付 

○「会派交付」から「会派及び議員

交付」へ  等 

 

 

 

 

○「政務活動費」に名称変更 

○政務活動費を充てることができ

る範囲を条例で規定 

○使途の透明性確保に関する議長

の措置の目的を明確化 

「山形県議会会派に対する

県政調査研究交付金交付要

綱」に基く交付 

昭和 39 年 

平成 13 年 

山形県政務調査費の交付に

関する条例の制定 

平成 19 年 

「山形県議会政務調査費等検討

委員会」の設置 

（◎ 制度の透明性の向上を図

る観点からの検討の実施） 

自治法改正を受け、「山形県 

議会活性化検討委員会」におい

て条例化へ向けた検討の実施 

山形県政務調査費の交付に

関する条例の一部改正 

平成 20 年 

山形県政務調査費の交付に

関する条例の一部改正 

平成 24 年 

 

 

○ 地方公共団体の自己決定権、自己責任 

の拡大に伴う議会の権能、役割の増大 

 

 

 

○ 政務調査費の支出根拠の法制化 

○ 議員個人への活動経費支給の制度化 

全国議長会による要望活動 

 

 

○ 議会の審議能力を強化し議会の活性化

を図るため、議員の調査活動基盤の充実

を図る観点から政務調査費の法制度化 

 

地方自治法の一部改正 

平成 12 年 

地方分権一括法の制定 
平成 11 年 

 

 

○ 政務調査費の使途や情報公開のあり方

等に関する地域住民の関心の高まり（住

民監査請求、住民訴訟等の増加） 

○ 収支報告の透明性の向上等を内容とし 

た政治資金規正法の一部改正（Ｈ19.12 

月）               等 

平成 19 年 

平成 24 年 
地方自治法の一部改正 

平成 12 年 
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（３）制度の概要 
 

項目 内          容 関係条項 

責 務 

会派及び議員は、政務活動費が議員の責務及び

役割の遂行に必要な調査研究その他の活動に資

するために交付されるものであることを踏まえ、

当該交付の目的に沿って適正に政務活動費を使

用するとともに、その使途を明確にすることによ

り県民に対する説明責任を果たすように努める

ものとする。 

会派の政務活動費経理責任者は、政務活動費の

適正な使用を確保するため、その使用について当

該会派に所属する議員を指導監督するように努

めるものとする。 

第１条の２ 

 

 

 

 

 

第４条の２ 

 

 

 

 

交 付 対 象 会派（一人会派を含む）及び議員 条例第２条 

交 付 額 
会派  ３万円（会派所属議員１人当り／月） 

議員 ２８万円／月 

条例第３条 

第３条の２ 

交 付 方 法 

四半期ごとに、会派及び議員からの請求に基き

交付する。 

※ 請求の期日は、４月は交付決定通知受領後

１０日以内、その他の各四半期は最後の月

（９月、１２月、３月）の１０日まで 

※ 政務活動費の請求をするときには、前四半

期分の収支報告書と領収書その他の証拠書

類の写しを提出した後に「政務活動費請求

書」を提出することになります。 

条例第７条 

使 途 基 準 
条例、施行規程、要領に定める経費の範囲に従

って支出。（※具体的運用の目安は手引を参照） 

条例第３条

の３ 

規程第５条 

要領 

収支報告書 

の 提 出 

経費別の金額及び事業実施内容、事業の成果等

を記載した収支報告書を、翌年度の４月３０日

まで議長に提出しなければならない。 

条例第 10 条 

（第２項） 

領 収 書 等 

の 添 付 

収支報告書には、支出に係る領収書等の写しを

添付しなければならない。 

条例第 10 条 

（第５項） 
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議 長 の 

調 査 権 

議長は、収支報告書等が提出されたときは必要

に応じて調査を行い、政務活動費の適正な運用

及び使途の透明性の確保のために必要がある

と認めるときは、会派及び議員に対し必要な措

置を講ずるよう求めることができる。 

条例第 11 条 

残余の返還 
交付を受けた額に残余が生じたときは県に返

還しなければならない。 
条例第 12 条 

証拠書類の

整 理 保 存 

各会派の経理責任者及び議員は、会計帳簿を調

製しその内容を明確にするとともに、証拠書類

等を整理し５年間保存しなければならない。 

条例第 13 条 

収支報告書

の 閲 覧 

何人も閲覧することができる｡（収支報告書等

の提出期限後、６０日経過後から） 
条例第 14 条 
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（１）基本的事項 
 

 ① 実費による支出 

政務活動は、会派及び議員の自発的意思に基き行われるものであり、基本

的に、政務活動に要した経費について自ら把握することが可能であることか

ら、その額や内容についても社会通念上妥当な範囲のものであることを前提

としたうえで、実費による支出を原則とする。 

 

 ② 按分による支出 

事務所費、人件費等において、政務活動とそれ以外の活動に係る部分を含

む経費を支出する場合は、実績等に応じた合理的な割合で経費を按分する。  

なお、事務所費、事務費、人件費において、他の活動に係る部分と明確に

区分し難い場合の按分の上限率は、原則２分の１とする。 

これを超えて支出する場合は、その積算根拠を明確にしておかなければな

らない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 現金主義による会計処理 

原則として現金主義（支出した時期によって区分）によるものとする。 

ただし、前年度に利用したもので、その経費の支出が年度をまたぎ、収支

報告書の提出前に行われたものについては、前年度の支出として整理するこ

とができるものとする。 

また、年会費や年間購読料など、利用期間等が年度をまたぐ場合も支出し

た月で整理することとするが、その期間中に議員でなくなった場合は、任期

を超える期間の相当額を返還するものとする。 

２ 使途基準の運用の目安 
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（２）各経費の主な例及び運用の目安 
 

 ① 調査研究費 

県の事務及び地方行財政等に関し会派又は議員が行う調査研究（視察を含む。）並び
に調査委託に要する経費 

 （資料印刷費、委託費、文書通信費、交通費、宿泊費、参加費（食糧費を含む。）等） 

主な例 運用の目安 

交 

通 

費 

公共交通機関 
（鉄道、バス、タクシ
ー、航空機、船舶） 

実費とする。 

レンタカー 実費とする。 

自家用自動車 
県の旅費規程に基く車賃の額 

（１Km 当りの基準単価 37 円）を準用することができる。 

高速道路、有料駐車場 実費とする。 

代行車 
政務活動のために飲食を伴う会合に出席した場合に限り、
その実費を支出することができる。 

日 当 
支出できない。 
（現地交通費、通信費等については実費で支出できるが、
食事代は支出できない。） 

政務活動を補助する
配偶者等親族への交
通費等の支出 

原則として支出できない。 
（配偶者等の政務活動の補助者としての活動実態により、
例えば、通訳等専門技術的な補佐をする場合や、議員に身
体的な障害があり活動を補佐する場合等は支出できる。） 

政務活動を補助する
職員への交通費等の
支出 

支出できる。 

宿泊料 

実費とする。（食事代を除く。） 
なお、その額についても社会通念上妥当な範囲とする。 

（参考） 
「山形県特別職の職員の給与等の支給に関する条例」にて
規定する宿泊料 
（１泊につき） 
 甲地方 16,500 円 
 乙地方 13,300 円 

 
 ※なお、パック料金等で宿泊費と食事代の区分が困難な場

合においては、朝食代として概ね 1,000 円、夕食代とし
て 2,000 円を控除して充当することとする（ただし、「朝
食無料サービス」の場合は控除不要）。 
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海外視察経費 
支出できる。 

（国内旅費と同様に実費によるものとする。） 

委託費 
委託金額、具体的な委託業務等が明確である契約書を作成
し、成果物を整理保管しておくこと。 

調査相手方への謝礼等
の支出 

支出できる。 

文書通信費 
調査研究のためのファックス、電子メール等紙媒体以外の

通信費も含む。 

食 

糧 

費 

団体等が主催する会
議と一体又は連続し
た懇談会への出席に
要する経費 

調査研究を目的として出席した会議との一体性・関連性が
あり、かつ、主催者の開催目的が意見交換等であり、実質的
にも意見交換等が行われた場合に限り、自己負担分（会費等）
を支出することはできる。 

なお、その額についても社会通念上妥当な範囲とし、  
5,000 円以内とする。 

調査研究を目的に、自
己が主催する飲食を
伴う会合の開催に要
する経費 

会合における参加者への飲食代の支出は不可とする。 
（※ ただし、茶菓代(参加者１人あたり 300 円以内)を除く） 

会派及び議員間での
調査研究を目的とし
た会合に要する経費 

たとえそれが政務活動の一環として開催される場合であ
っても支出できない。 

会
費 

団体等への入会金及
び年会費 

当該団体の活動が政務活動に適うものであれば支出する
ことができる。 

 
 

※ 交通費、宿泊費、文書通信費に関しては、他の経費についても同様とする。 
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 ② 研修費 

会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む）に要する経費並びに
団体等が開催する研修会（視察を含む）、講演会等への議員又は会派若しくは議員が雇用
する職員の参加に要する経費 
（会場・機材借上費、講師謝金、会費、文書通信費、交通費、宿泊費、研修参加費（食糧
費を含む）等） 

主な例 運用の目安 

研修会の開催に伴う会場使
用料 

支出できる。 
研修会の開催に伴う講師謝
金 

会 

費 

 
議員連盟主催会合等の
会費 

 個々の議員連盟等の活動内容や実態が、政務活動に適う
ものである場合は支出できる。 
 なお、団体等が主催する会合等への会費については、会
議費で整理するものとする。 

政党主催の研修会の会
費 

 研修会の内容が政務活動に適うものであれば支出でき
る。 

団体等への入会金及び
年会費等 

当該団体の活動が政務活動に適うものであれば支出す
ることができる。 

食 

糧 

費 
団体等が主催する研修
会に一体又は連続した
懇談会への出席に要す
る経費 

政務活動としての研修会との一体性があり、その内容も
講師や他の参加者との情報交換や意見交換を伴うなど社
会通念上妥当なものであると認められる場合に限り、自己
負担分（会費等）を支出することはできる。 

なお、その額についても社会通念上妥当な範囲とし、 
5,000 円以内とする。 

自己が主催する飲食を
伴う研修会の開催に要
する経費 

 研修会における参加者への飲食代の支出は不可とする。
（※ ただし、茶菓代(参加者１人あたり 300 円以内)を 

除く） 

 なお、本人の自己負担分（会費等）についても支出は不
可とする。 

会派及び議員間での懇
談に要する経費 

 たとえそれが政務活動の一環として開催される場合で
あっても支出できない。 
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③ 広聴広報費 

県政に関する政策等について会派又は議員が行う広聴広報活動に要する経費 
（広報誌・報告書等印刷費、委託費、文書通信費、交通費等） 

主な例 運用の目安 

広報誌の発行経費 

 
 広報誌の中に、後援会活動等の政務活動以外の活動に係
る部分が含まれる場合は、紙面の内容により判断し、記事
の割合等により按分して支出する。（※ ただし、後援会
が発行主体の場合は支出不可） 
 

◇参考１／按分割合の判断事例 

１頁目の紙面の半分程度に掲載された議員の写真及び４頁目

の議員がさまざまな会合等に出席した際の写真の部分は、その記

事の面積の比率からしても、全体との比較で与える印象の程度か

らしても、全体の 40％程度であり、政務調査費の充当が認めら

れるのは、その他の 60％部分のみである。（H28.3 宇都宮地

裁） 

 

 

 

 

 

 
 

◇参考２／政務活動費の充当に適さない事例 

○基本的な考え方 

その内容や大きさ、配置等から見て県政の政策等に関わる記

事との間に合理的な関連性を有することが明らかな場合か、ある

いは県政の政策等に関わる情報との合理的な関連性があると説

明されている場合であれば、県政の政策等に関わる情報の一部

を構成するものといえ、按分を要しないと解される。（H30.3 大

阪高裁判決） 
 
 

➡「面積による按分率」を基本として、文字の字体や大きさ、

配置等による全体の印象という定性的基準で補正する。 

➡県政の政策等に関わる情報との合理的な関連性が認めら

れず、その部分は政務活動費の充当から除外（按分）すべ

きとの多くの判例がある。 

１頁 ２頁 ３頁 ４頁

1/2 1 ＝１．５頁

≒ 60%

政務活動の充当に
適さない記事

４頁
４頁－１．５頁

＝ ＝
４頁

２．５頁
◆政務活動の充当割合
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広報誌の発行経費 

①議員の顔写真、プロフィール等 

 ・紙面の相当範囲を占めるような議員の写真や似顔絵等 

・議員のフォトアルバム、総理大臣や知事と一緒に写った写

真、議員が様々な会合に出席した際の写真等であって、政

務活動に係る紙面の内容に関係性が乏しいもの 

・県政と関連のないプロフィールや経歴、政治的信条等 

・議員本人や後援者たる著名人の顔写真や氏名を目立つ場所

に大きく記載するなど選挙ポスターと変わらない仕様の紙

面 

 

②選挙活動、政党活動、国政、後援会活動等 

 ・自身の選挙結果や知事選挙、国政選挙等の結果報告や各種

選挙に向けた議員の思い 

・議員が議長・副議長に就任したことについての記事、内閣

の国政に関する政策についての記事、議員が政党内で行っ

た活動報告等 

・後援会長及び議員による当選への御礼やあいさつ、後援会

主催の会議・研修会の案内チラシ、後援会の連絡先、議員

に期待する政策に関する記事等 

 

③私的活動等 

 ・料理レシピの紹介やエッセイ 

・地元の学校が全国大会に出場したことを紹介する記事等 

広報誌の郵送に必要な封
筒の印刷や郵送料 

 広報誌の発送分に限り、封筒の印刷費や郵送料を支出す
ることができる。 

なお、発送する広報誌に後援会活動等の政務活動以外の
活動に係る部分が含まれる場合は、広報誌の発行経費の場
合と同様の考え方による。 

議員ホームページの作
成・更新経費 

 後援会活動の政務活動以外の活動に係る部分が含まれ
る場合は、広報誌の場合と同様の考え方による。 

県政報告会や広聴を行う
場合の会場使用料・機材借
上料 

 支出できる。 

議会傍聴案内のチラシの
作成費 

 政務活動との関連性及び有用性を有する範囲で支出す
ることができる。 
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④ 要請陳情等活動費 

会派又は議員が行う要請陳情活動、住民相談等の活動に要する経費 
（資料印刷費、文書通信費、交通費、宿泊費等） 

主な例 運用の目安 

中央省庁、国会議員、県
内関係機関等に対する
要請陳情活動に要する
経費 

 地域のための予算獲得や県政の課題解決のために行う要
請陳情活動に要する交通費、宿泊費等を支出できる。 

住民から個別に相談を
受ける際に要する経費 

 政務活動の趣旨に沿った内容である場合に支出すること
ができる。 
 なお、予め日時場所等を特定して開催する「住民相談会」
は「会議費」として支出するものとする。 

地域関係者や参考人を
伴った要請陳情活動の
際の同行者の経費 

 原則として会派や議員の活動に対して支出できるもので
あり、同行者の経費は支出できない。 

会
費 

団体等への入会金
及び年会費等 

当該団体の活動が政務活動に適うものであれば支出するこ
とができる。 

 

 ⑤ 会議費 

会派又は議員が行う各種会議、住民相談等に要する経費並びに団体等が開催する意見
交換会等各種会議への会派又は議員の参加に要する経費 

（会場・機材借上費、講師謝金、資料印刷費、会議参加費（食糧費を含む）、文書通信費、
交通費、宿泊費等） 

主な例 運用の目安 

会議の開催に伴う会場
使用料 

 支出できる。 
会議の開催に伴う講師
謝礼等 

食 

糧 

費 

団体等から議員とし
て出席要請のあった
各種会議や会合等へ
の参加に要する経費 

団体等から議員として会議や会合等に出席要請があり、か
つ、その会議や会合等を開催する目的が政務活動に適うもの
である場合に、参加に要する自己負担分（会費等）を支出す
ることはできる。（※交通費も同様。） 

なお、その額についても社会通念上妥当な範囲とし、   
5,000 円以内とする。 

自己が主催する飲食
を伴う会議の開催に
要する経費 

会議における参加者への飲食代の支出は不可とする。 
（※ ただし、茶菓代(参加者１人あたり 300 円以内)を除く） 

会派及び議員間での
懇談に要する経費 

たとえそれが政務活動の一環として開催される場合であ
っても支出できない。 
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 ⑥ 資料作成費 

会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費 
（印刷・製本代、委託費、原稿料等） 

主な例 運用の目安 

 他の活動に係る部分と
の按分 

 後援会活動、政党活動等、他の用務に係る資料を含む場合
は、実績等に応じた合理的な割合で経費を按分する。 

 

⑦ 資料購入費 

会派又は議員が行う活動のために必要な図書・資料等の購入、利用等に要する経費 
（書籍購入代、新聞雑誌購読料、有料データベース利用料等） 

主な例 運用の目安 

 新聞・雑誌等の購読料 

政務活動に必要な情報収集等の手段として必要な新聞に
ついては、真に必要な部数とする。（原則としてスポーツ新
聞を除く。） 
 その他の雑誌(政党機関紙を含む)についても、真に必要な
部数に限る。 

会員制のオンラインサ
ービスから情報提供を
受ける場合の年会費 

政務活動に必要な情報収集等の手段として利用する場合
の会費（年会費・月会費）を支出できる。 

学習用機材の購入費や
通信教育の受講費 

政務活動に必要な学習機材や研修受講に対しては支出す
ることができる。 
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⑧ 事務所費 

会派又は議員が行う活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費 
（事務所の賃借料、管理運営費等） 

主な例 運用の目安 

事務所の賃貸借契約
に基づくもの 

 ○事務所賃料 

 ○仲介手数料 

 ○礼金 

 ○事務所駐車場代 

 ○共益費 

 ○火災保険料 

 ○除雪費   等 

■対象となる事務所の要件 

○事務所としての外形上の形態を有していること 

○事務所としての機能（事務スペース等）を有していること 
 

■事務所の賃借料の支出が認められない所有形態 

▽自己、配偶者又は生計を一にする親族が所有する事務所 

▽自己、配偶者又は生計を一にする親族が役員となっている団体

等が所有する事務所 
 

■留意事項 

○議員以外が契約者になっている場合 

・議員が政務活動として使用している場合に限り支出することが

できる。 

・この場合、議員と契約者との連名による覚書等の文書を添付す

ること。 
 

○事務所状況報告書の提出 

・事務所費の支出にあたっては、事務所毎に事務所状況報告書を

作成し証拠書類として提出すること。 

・事務所状況報告書は、年度当初１回又は変更があった場合に提

出すること。 

・賃借物件の場合は、賃貸借契約書の写しを添付すること。 
 

○経費を計上する際の按分等 

・他の活動（政党活動、後援会活動等）とが混在する場合、基本

料金を含め、使用頻度、使用領域（面積）等で按分すること。 

・他の活動に係る部分と明確に区分できない場合は、原則として

上限を１／２（自宅兼用の場合は上限を１／４）とした範囲内

で適切な方法により経費を按分すること。 
 

○その他 

・事務所として使用する不動産の購入、建設工事費等には支出で

きない。 

・敷金など、解約時等に返還される性格のものには支出できない。 

・火災保険料及び除雪費については、賃貸借契約書に加入や支払

いが義務付けられるなど、貸借人（議員）の任意性がないもの

は支出できる。 

・警備委託料については、近年の社会情勢から機械警備に係る費

用を支出できることとし、過大なものにならないよう留意する

こと。 

その他の管理運営に
関するもの 

 ○光熱水費 

  ・電気代 
  ・上下水道代 
  ・ガス代 
  ・灯油代 

 ○警備委託料 等 
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⑨ 事務費 

会派又は議員が行う活動に係る事務遂行に必要な経費 
（事務用品・備品・消耗品購入費、備品維持費、文書通信費等） 

主な例 運用の目安 

パソコン、テレビ等
高額な備品の購入 

備品・消耗品については、政務活動に対する有用性が高く、一
般的に直接必要であると認められるものに限定すべきであり、個
人用のものは対象外。 
 また、その価格や台数等についても、政務活動に要する備品と
いう視点から社会通念上許容される範囲であること。 

他の活動に係る部分と併用される場合については、使用頻度や
通話時間等、使用実態に応じた合理的な割合で按分する。 
１．政務活動に使用している事務機器については、機器ごとの所

有台数にかかわらず、使用実態に応じて支出できるものとす
る。 

２．標準的な按分割合は下記のとおりとする。 
３．これを超えて支出する場合は、議員が使用実態を説明し、必

要に応じてその裏付けとなる資料を添付する。 
 
（１）固定型 

※固定電話、ＦＡＸ、コピー、プリンター等、持ち運びしな
いパソコン等、設置場所を固定・限定して使用する機器 

①私用と議員活動用を共用している場合は１／４とする。 
②私用と議員活動用を区分している場合は１／２とする。 
※使用区分は設置場所により外形的に把握するものとする。 

（２）モバイル型（移動型） 
※携帯電話（スマートフォン含む）、ⅰPad 等のタブレット型

端末、通信可能な小型パソコン等、持ち運びして使用でき
る機器 

①私用と議員活動用の区分ができないものは１／４とする。 
②議員活動専用に使用しているものは１／２とする。 
※使用区分は、議員の自己申告によって把握する。この場合、

領収書等添付票に議員活動専用に使用していることを記載
することによって議員活動専用とみなすものとする。 

ＯＡ機器等のリー
ス料 

固定電話、携帯電話
に係る経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 17

 

⑩ 人件費 

会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費 
（給料、手当、社会保険料、賃金等） 

主な例 運用の目安 

配偶者・親族の雇用に対す
る人件費 

原則として支出できない。 

 なお、親族の範囲は「生計を同一にする者」とする。 

また、実態に応じ、例えば親族が政務活動に関して専

門的知識があるなど特別な理由があり、社会通念上妥当

と判断される雇用形態を有している場合や、その勤務実

態が、実質的かつ外形的にも政務活動に適うものと認め

られる場合に限り充当できる。（勤務の態様を勘案せず、

一律定額での支給は認められない。） 

事務所で継続的に雇用して
いる者に対する人件費 

特定の政務活動用務に係る短期的雇用の場合で、専ら

政務活動に従事しているのであれば全額支給できる。 

常時雇用において他の用務にも従事している場合は、

勤務実態等に応じ合理的な割合（政務活動に従事する平

均時間、日数等）で按分して支出する。 

なお、日誌等での勤務時間の実態により、それに見合

う人件費を支出すべきと考えるが、季節、政務活動に従

事する内容によってバラツキがあり従事割合が明確にで

きない場合は、原則として上限を２分の１とする。 

また、常用雇用する職員を政務活動のみに従事させて

いる場合は、日報などにより政務活動のみに従事してい

ることを証明するか、政務活動に専ら従事することを記

載した雇用契約書を提出することで政務活動のみに従事

しているとみなすこととする。 

 

※ 現金を取扱う機会を減らし事故を未然に防止すると

ともに支払状況を確認できるよう、給料等を「口座払

い」により第三者（銀行等）を介在させて行うことと

する。 

また、雇用状況を明らかにするため、雇用状況報告

書（本人確認書類添付）を作成し証拠書類として提出

することとする。（年度当初１回又は変更があった場合

に提出） 

さらに、勤務実態を明らかにするため、勤務実績表

を作成し証拠書類として提出することとする。 

会派にいる職員（政党から
派遣されている者）に対す
る人件費 
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（３）政務活動費を充当するのに適さない経費等 
 

① 私的財産の形成につながる経費 

政務活動費の充当の範

囲は、政務活動に直接必

要とする経費に限る 

 

政務活動に使用する場合であっても、議員の私的財産の形

成につながる以下のような場合は充当できない。 

● 事務所として使用する不動産の購入、建築工事への支出 

● 自動車の購入（リースを含む。）、修理点検等維持経費 

● 政務活動に直接必要としない備品等の購入経費 

（絵画、冷蔵庫、衣服等） 

 

② 政務活動費を充当するのに適さない活動に要する経費で次に掲げるも

の 

政党活動 

● 政党広報誌、パンフレット、ビラ等の印刷、発送料 

● 政党組織の事務所の設置維持経費、人件費 

● 党大会賛助金、党大会参加費、党大会参加旅費 

● 政党役員経費 

選挙活動 
● 選挙における各種団体への支援依頼活動、選挙ビラ作成

経費、その他の選挙活動費 

後援会活動 
● 後援会の広報誌、パンフレット、ビラ等の印刷、発送料 

● 後援会主催の「県政報告会」等の開催経費 

私的活動 

● 団体役員や経営者としての資格等、個人としての社会的

地位によって招待された式典、会合 

● 慶弔餞別費、冠婚葬祭費等（見舞、香典、祝金、餞別、

寸志、中元、歳暮、慶弔電報、年賀状購入費等） 

● 宗教活動費（檀家総代会、報恩講、宮参り等） 

● 観光、レクリエーション、親睦会経費等 
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③ 政務活動費を充当するのに適さない会費等で次に掲げるもの 

個人の立場で加入してい

る団体に対する会費 

● 町会費、公民館費、ＰＴＡ会費、商工会費、同窓会費、

経営者としての資格等、個人的な資格要件で加入してい

る団体（ライオンズクラブ、ロータリークラブ、趣味の

会等）の会費 等 

団体の活動総体が政務活

動に寄与しない場合その

団体に対して納める年会

費、月会費 

● 多額の還付金が生じる議員連盟の年会費 

● 会食代等が主な充当先である団体の年会費等 

飲食、会食を主目的とす

る各種会合の参加に要す

る経費 

● 新・忘年会、暑気払い、芋煮会、寒鱈会等（ただし、当

該会合の名称にかかわらず、主催者が県政等に係るニー

ズを理解してもらうために議員に対して出席を求める

場合を除く。） 

団体の役員を兼任してい

る議員が、当該団体の役

員として総会等に出席す

る場合に要する経費 

● 議員の資格ではなく、団体等の役職者の資格で、当該団

体の理事会、役員会、総会、大会等の出席に要する経費

（ただし、名誉職的な役職（「顧問」等）の場合を除く。） 

 
 

④ 親族に対する支出 

生計を一にする親族への

支出 

● 親族所有の建物の賃借料、親族が役員となっている団体

への賃借料 

● 親族の雇用に係る人件費 
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（４）各経費の運用に当たっての留意事項 
 

① 実費支出の例外 

自家用車利用時の交通費 

 自家用車を利用して政務活動を行った場合、政務活動に係る燃料費等を厳密に算出する

ことは困難なことから、別途、合理的方法により算出した基準単価として、県の旅費規程

で規定する自家用車利用時の車賃の額を準用することができる。 

 

 

 

 

 

② 「会派交付額」と「議員交付額」の配分 

 

会派に交付された政務活動費の議員個人への配分 

 会派に交付された政務活動費を単純一律に議員個人に配分することは適当ではないが、

会派が計画し実施する調査研究事業を関係議員に分担させるため、会派から議員に対し必

要な経費を支弁することはありえる。その場合、当該経費の収支について議員から会派に

報告し、残額は会派に返還する必要がある。 

 

議員に交付された政務活動費を用いての会派としての活動 

 会派に所属する議員が共同して調査研究を行う場合や、会派の事務局に調査等を依頼す

るといった場合には、議員から会派に対し所要額を拠出することはありえる。（人件費につ

いても同様。）その場合、個人に係る政務活動費として収支を明確にしておく必要がある。 

 

 

県職員等の旅費に関する条例 

第 18 条 車賃の額は１キロメートルにつき３７円とする。 

 

 
 
   
○ 会派で従事している職員の雇用主が政党の支部や後援会等の場合、雇用主（政

党、後援会等）と会派又は議員の間で契約書や協定書を締結したうえで、給与で

はなく雇用主に対する委託料や負担金等として支出する方法等も考えられる。 

   なお、いずれの場合であっても所得税や社会保険料等の取扱いに留意する必要

がある。 

会派で従事する職員の雇用主が会派や議員でない場合 
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③ 食糧費の支出 

政務活動費で食糧費を支出できる場合は、限定的に考えるべきものと思われます。（政

務活動費は、原則として政務活動に直接必要とする経費に限られ、外形的にも、日常的

に行われる飲食等と区別することが困難な場合があることや、その必要性・妥当性に疑

念を持たれる場合があること。） 

× 支出が不適切な場合 

・会派及び議員間での懇談会経費 

・自己が主催する研修会や会議における参加者への飲食代（茶菓代(参加者１人あたり 

300円以内)を除く） 

○ 支出が可能な場合 

・調査研究を目的として他者が主催する研修会や会議に一体又は連続した懇談会（情報

交換や意見交換を伴うもの）に参加した場合。→調査研究費または研修費として支出 

・議員として出席を要請された各種会合等に参加した場合。→会議費として支出 

※ただし、5,000 円を上限とし、案内文や次第など、会議等の内容がわかるものを添付

すること。 

△ 場合により支出が可能な場合 

・政務活動に伴う調査等相手方又は調査同行者への飲食代については、当該飲食を行う

ことが政務活動の一環として行われ、それが社会通念上妥当なものであると認められ

る場合等に限り支出できるものと考えられます。 

 

④ 支出年度区分の考え方 

・原則として現金主義（支出した時期によって区分）によるものとする。 

・ただし、前年度に利用したもので、その経費の支出が年度をまたぎ、収支報告書の提出

前に行われたものについては、前年度の支出として整理することができるものとする。 

【イメージ】 

 

 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

年度
区分

パターン１ 旧年度

パターン２

パターン３

パターン４

パターン５

パターン６

パターン７

新年度

利用期間

請
求

支
払
い

利用期間

請
求

請
求

支
払
い

利用期間
請
求

支
払
い

利用期間
請
求

支
払
い

利用期間
請
求

支
払
い

利用期間
請
求

支
払
い

（１）支出した時期が新年度　⇒　新年度の支出に区分
（２）ただし、支出が年度をまたいで収支報告書の提出前に行われたもの　⇒

利用期間
請
求

支
払
い

新年度
収支報告書
提出期限

収支報告書
閲覧開始

支払い時期は新年度だが、旧年度
に区分することも可能

旧年度の支出とすることも
可能
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（１）事務手続きの流れ（全体フロー） 

手 続 き 時  期 内 容 等 

▼ 

会派の届出 
・会派結成時 

・異動、解散時 

会派 ➔ 議長 議員 ➔ 議長 

・会派結成（異動、解散）

届の提出 
— 

※交付を辞退す

るとき 
・交付決定通知前 ・交付辞退届の提出 

▼ 

知事への通知 

・毎年度 4 月 5 日 

まで 

・変更の都度 

議長 ➔ 知事 

・会派結成（異動、解散）

届のあった会派の通知 

・交付を受ける議員名の

通知 

▼ 

交付決定の通知 
・毎年度当初 

・変更の都度 

知事 ➔ 会派代表者 知事 ➔ 議員 

・交付決定通知（※ 交付辞退⇒除いて通知） 

▼ 

政務活動費の請

求 

・四半期ごとに、

会派及び議員か

らの請求に基き

交付する。 

会派 ➔ 知事 議員 ➔ 知事 

・政務活動費請求書 

（3 万円×会派所属議員

数×3 か月分）を各四半

期ごとに請求 

・政務活動費請求書 

（28 万円×3 か月分）

を各四半期ごとに請求 

 

▼ 

政務活動費の交

付 

・請求後、速やか

に 

知事 ➔ 会派 知事 ➔ 議員 

・請求額を交付 ・請求額を交付 

▼ 

政務活動費の支

出 
・随 時 

会派経理責任者 議員 

・ 事業（政務活動）の実施 

・ 政務活動費の支出 

・ 領収書の取得（支払証明書の記載） 

・ 会計帳簿の記載 

▼ 

３ 事務手続き 
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▼ 

収支報告書等の

提出 

・交付年度の翌年 

度 4 月 30 日ま 

で 

・会派解散、議員 

辞職等の翌日か 

ら 30 日以内 

会派代表者 ➔ 議長 議員 ➔ 議長 

・収支報告書の提出（※収支金額、残余、事業実施

内容、事業の成果を記載） 

・領収書（写）の添付（※領収書等が取得できない

ときは、支払証明書（原本）） 

▼ 

収支報告書の議 

長による調査 

・収支報告書等の

提出の都度 

議長 ➔ 会派・議員 

・必要に応じ議長による調査を行い、必要があると

きは、会派及び議員に対し必要な措置を講ずるよ

う求めることができる。 

▼ 

収支報告書（写） 

の知事への送付 

・収支報告書等の

提出の都度 

議長 ➔ 知事 

・会派及び議員から提出のあった収支報告書等（写）

の知事への送付 

▼ 

残 余 額 の 返 還

（残余が生じた

とき） 

・収支報告書提出 

後、随時 

知事 ➔ 会派代表者 知事 ➔ 議員 

・納入通知書の発行 

会派代表者 ➔ 知事 議員 ➔ 知事 

・残余額の返還 

▼ 

収支報告書等の

閲覧開始 

・収支報告書等の 

提出期限の翌日 

から起算して 

60 日を経過し

た日の翌日から 

 

会派の収支報告書 議員の収支報告書 

（※何人も請求できる） 

・議会事務局総務課内 

・午前 9 時から午後 4 時 30 分まで（山形県の休日

以外の日） 

【保存期間】 

・提出期限の翌日から 5 年を経過する日の属する年

度末日まで 

▼ 

会計帳簿等の保

存 

・収支報告書等の 

提出期限の翌日 

から 5 年を経過 

する日の属する 

年度末日まで 

会派経理責任者 議員 

・ 会計帳簿（経理簿） 

・ 領収書（原本） 

・ 支払証明書（写） 

・ その他証拠書類 
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（２）交付等の手続き 

① 会派結成届の提出（条例第４条第１項） 

 

会派が政務活動費の交付を受けようとするときは、「会派結成届」を議長に提出し 

 なければなりません。 

― 記載事項 ― 

▶ 会派名称及び会派代表者氏名 

▶ 会派経理責任者氏名 

▶ 会派所属議員数及び所属議員氏名 
 
※ 「議会運営上の会派の届出」とは別に、別途、「会派結成届」提出する必要があり

ます。 

※ 議員交付分については、届出は必要ありません。 

※ 一人会派の場合でも、会派としての政務活動費の交付を受ける場合は、会派結成

届を提出する必要があります。 

 

 

② 政務活動費の請求（条例第７条第１項～４項） 

 

会派及び議員は、知事からの交付決定通知受領後、政務活動費の交付を受けようとす

るときは、各四半期ごとに「政務活動費請求書」を知事に提出する必要があります。 

― 請求書の提出期限 ― 

    ▶ ４月は知事からの交付決定通知受領後１０日以内、その他の各四半期は最後の

月（９月、１２月、３月）の１０日まで 

▶ 請求をするときには、前四半期分の収支報告書と領収書その他の証拠書類の写

しを期日まで提出した後に「政務活動費請求書」を提出すること 

― 記載事項 ― 

▶ 交付を受けようとする金額 

▶ 金融機関名 

▶ 口座種別、口座番号、口座名義人氏名 

 

※ 口座名義人氏名は、会派交付分にあっては会派名及び会派代表者氏名、議員 

交付分にあっては、議員氏名となります。 

※ 四半期の途中で会派に所属する議員の数の異動があったときは、翌四半期に 

交付額を調整のうえ請求することとなります。 

一人会派について 
○ 条例上、一人会派への政務活動費の支給（３万円／月）は、会派としての

活動を前提として認められたものです。 

○ 一人会派を結成し、会派としての政務活動を行う場合は、議員個人として

の活動との区別が不明確とならぬよう、収支報告書においても、会派として

の活動と個人の活動を区別するよう留意する必要があります。 
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③ 政務活動費の振込み（条例第７条第６項） 

 「政務活動費請求書」に基づき、請求のあった金融機関口座に、知事から、四半期ごと

に政務活動費が振込まれます。 

会派交付分 

 ▶ ３万円×会派所属議員数×３か月分 ／ 年４回 

議員交付分 

 ▶ ２８万円×３か月分 ／ 年４回 

 

④ 交付を辞退する場合（施行規程第４条） 

議員は、政務活動費の交付を辞退する場合は、交付決定前に政務活動費の交付を辞退

する旨の届出を議長に提出する必要があります。 

 また、辞退していた政務活動費を新たに交付を受けようとする場合にも、その旨を議

長に届け出る必要があります。 

― 記載事項 ― 

▶ 交付を辞退する議員氏名 

▶ 交付を辞退する期間 

▶ 交付を受けようとする期間（※辞退後、新たに交付を受けようとするとき） 

※ 交付決定後に交付を辞退することは、既に確定した債権を放棄することになり、公

職選挙法で禁止されている「寄附の禁止」に抵触する可能性があるので、交付を受け

る意思のない場合は、交付決定前に辞退届を提出する必要があります。 

 

⑤ 会派に異動や解散があった場合（条例第４条第２項、第３項） 
会派に異動や解散があった場合は、会派の代表者から議長に、会派異動（解散）届け

を提出する必要があります。 

異動届けが必要な場合 

▶「会派の名称」「代表者の氏名」「経理責任者の氏名」の変更及び「所属議員数の

増減」があった場合 

解散届けが必要な場合 

▶ 会派が解散したとき。 

※ 政務活動費は月の初日における各会派の所属議員数に３万円を乗じて得た額が交

付され、月の途中に異動があった場合であっても、それらの事由は生じなかったもの

とみなされます。 

※ 議員交付分についても同様に、月の途中で辞職や、補選による当選があった場合で

も、それらの事由は生じなかったものとみなされます。 

※ 異動の結果、所属議員の増加（または減少）によって、本来、その会派により多く

（または少なく）交付されるべき分は、次の四半期の交付の際に相殺して交付されま

す。 

※ また、年度末の会派異動等により次の四半期の交付での相殺が困難な場合、当該会

派に対して本来、より多く交付されるべき分を追加交付する（または、本来より多く

交付された分の返還を求める）こととなります。 
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⑥ 任期満了時等の政務活動費の請求 

（条例第８条第１項、第４項、第５項） 
 

任期満了時までの政務活動費の請求 

▶ 四半期の中途に議員の任期が満了するときは、会派交付分、議員交付分ともに、任期

満了の月までの分を請求します。（例：４月２９日に任期が満了するとき⇒４月分のみ

を請求する。） 
 

新たな任期開始後の政務活動費の請求 

＜会派分＞ 

▶ 通常は月の初日に会派に所属する議員の数に応じて交付されますが、任期満了による

新たな任期が開始した場合は、特例として、任期満了日の属する月の翌月の初日から

新たな任期開始後最初に開催される議会の招集日までの間に会派結成届出が行われた

場合に限り、会派結成届出が行われた月の政務活動費が交付されます。 

（例：４月２９日に任期が満了し、５月１０日に臨時会が開催される場合に、５月７日

に会派結成届出を提出⇒５月分、６月分を請求する） 

※ 議会の解散により議員の新たな任期が開始した場合も同様です。 

＜議員分＞ 

▶ 月の初日に在職する議員に対し交付されますので、４月２９日に任期が満了し、４月

３０日から新たな任期が開始した場合は、５月分、６月分を請求することとなります。 

 

⑦ 会派解散、議員辞職時等の政務活動費の返還 

 （条例第８条第２項、第３項） 
 

会派解散時等の政務活動費の返還 

▶ 四半期の中途に会派が解散（又は議会が解散）したときは、３か月分の前払いを受け

た政務活動費のうち、解散の日の属する月の翌月以降の分を返還しなければなりませ

ん。（解散の日が月の初日の場合は、同月分も返還。） 

（例１：第 1 四半期分の収支報告書と領収書その他の証拠書類の写しが早く準備できた

ため第２四半期分の「政務活動費請求書」を７月１０日に提出し、７月２５日

に交付を受けたが、７月２８日に会派が解散した場合⇒８月分、９月分を返還） 
 

議員辞職時等の政務活動費の返還 

▶ 四半期の中途に議員が辞職、失職、死亡、除名、議会の解散により議員でなくなった

場合も、会派の場合と同様に、同日の属する月の翌月以降の分を返還しなければなり

ません。（同日が月の初日の場合は、同月分も返還。） 
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（３）収支報告書について 
 

① 収支報告書の作成及び提出の期限（条例第１０条第２項～第４項） 

 

会派の代表者及び議員は、政務活動費に係る収支の報告書を作成し、翌年度の４月３

０日まで議長に提出する必要があります。 
 
※ 会派の解散や、議会の解散、議員の任期満了及び辞職、失職等により議員でなく

なった場合は、当該日の翌日から３０日以内に提出する必要があります。 
 
※ 提出期限の翌日から５年を経過した日の属する年度の末日まで、議長において保存

されます。 
 
※ 一人会派の場合は、議員交付分と会派交付分とを区分し、各々提出することとなり

ます。 

 

② 収支報告書の記載事項（条例第１０条別記様式） 

 

 収    入 

当該年度に交付を受けた政務活動費の総額。 

※ １２ヶ月分交付を受けた場合は、２８万×１２ヶ月＝３３６万円 
 （議員交付の場合） 

支    出 

条例に定める経費ごとに、政務活動費を充当して支出を行った額とその総額。 

 

 

 

 

 

 

 残    余 

収支の差引残余が生じた場合は、その額。（後日、返還することとなります。） 
 

 事業実施内容 

調査研究費、研修費、広聴広報費、要請陳情等活動費及び会議費について、主な事業

内容（事業名、実施回数、場所、参集範囲等）を記載する。 
 

 事業の成果等 

政務活動に係る事業の項目（目的）ごとに、事業の成果等を記載する。 

 

※ 支出総額は収入総額を超えないこと。（交付を受けた政務活動費以外の経費

を充当して政務活動を行った場合であっても、収支報告書には交付を受けた

額を充当して行った政務活動に係る支出額を記載し、添付する領収書につい

ても当該支出額に係る分とする。） 

※ 政務活動の実施に伴い、条例等の制定・改正や議会における質疑、各種要

望活動等に結びついた事例、又は政務活動を通して抽出された政策課題や改

善策等を記載する。 
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③ 収支報告書への領収書等の添付（条例第１０条第５項） 

 

収支報告書には、支出金額にかかわらず、全ての支出に係る領収書その他の証拠書類

の写しを添付しなければなりません。 

 

※ 各支出科目ごとに整理のうえ提出願います。（収支報告書に記載された各支出科目

ごとの金額と領収書等の額との突合が必要となります。） 

※ 領収書の額面額のうち、按分や一部充当により政務活動費としての支出分を計上す

る場合は、領収書等を添付した用紙等に当該額を記載してくさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）領収書の要件 

  ① 金額の表示 

  ② 受取人表示（氏名又は法人名、印鑑） 

  ③ 宛名の表示（会派名、議員名） 

    ※後援会活動等との按分の場合は、後援会事務所宛の場合もありえます。その

場合は後援会と議員との負担関係を覚書として残しておくことが適切です。 

  ④ 受領日付の表示 

 （注） 

● 目的物の表示及び受領の文言があることが望ましい。 

● ５万円以上の支出については、収入印紙が貼付してあること。 

 

２）その他証拠書類 

  ① レシート（ただし、可能な限り領収書を取得すること。） 

  ② 航空機搭乗券の半券 

  ③ 電話料通話明細書 

  ④ ATM 等による振込通知書 

  ⑤ 預金通帳の写し 

  ⑥ クレジットカード売上表（売上表を紛失した場合は、カード会社か

ら送付される利用明細書） 

  ⑦ ＥＴＣ利用証明書（インターネットによるＥＴＣ利用照会サービス

により取得可。） 
 

３）政務活動の内容を客観的に示す資料・写真などの添付 

  領収書等添付票などに具体的な活動内容を記載するほか、客観的に示 

す資料の写しや写真などを添付することが望ましい。 

 

領収書等証拠書類の範囲 
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④ 領収書等が取得できない場合等（支払証明書の作成） 

（条例第１０条第５項） 

領収書等の取得が困難な場合や、領収書によっては政務活動費による支出内容の証

明が困難な場合等は、会派の代表者又は議員が「支払証明書」を作成し、収支報告書

に添付しなければなりません。 

 

支払証明書によることができる場合：（例） 

 ▶ 自動券売機で購入した切符代等、通常は領収書が発行されないもの。 

 ▶ 緊急の場合で領収書を取得するいとまがなかったもの。 

 ▶ 自家用車利用による交通費。（１km 当り３７円の県の基準単価で積算） 

 

 ※「支払証明書」は原本を提出し（押印）、写しを会派又は議員が保管してください。 

 ※「支払証明書」は各支出科目ごとに作成してください。 

※「支払証明書」には支出年月日、支払額、支払先、面談の有無、内容及び場所を記

載してください。（自家用車利用の場合はさらに距離数等を記載） 

⑤ 四半期ごとの事前点検の実施 

  会派及び議員は、前四半期分の収支報告書と領収書その他の証拠書類及び会計帳簿

のそれぞれの写しを次に掲げる期限までに議長に提出し、事前点検を受けなければな

りません。 

なお、期限までに提出がない場合、議長は、会派の政務活動費経理責任者を通して

議員に督促を行います。 

  第１・四半期（４～６月分）８月末日まで 

  第２・四半期（７～９月分）11月末日まで 

  第３・四半期（10～12月分）翌年の２月末日まで 

  第４・四半期（１～３月分）第１から第３・四半期分と合わせて、翌年度の４月30

日まで 

   ※ 提出の期限が山形県の休日に当たるときは、その翌日を期限とします。 

   ※ 政務活動費の請求をするときには、前四半期分の収支報告書と領収書その他

の証拠書類の写しを提出した後に「政務活動費請求書」を提出することになり

ます。 

   ※ 事前点検の提出期日と「政務活動費請求書」の提出期日が近接していますの

で、出来る限り１カ月単位の事前点検を励行願います。 

   ※ 事前点検を終えた前四半期分の収支報告書と領収書その他の証拠書類の写

しは事務局で保管します。（原本は議員本人が保管すること。） 
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⑥ 残余額の返還（条例第１２条第１項） 

  会派及び議員は、その年度において交付を受けた政務活動費の総額から支出の総額 

を控除して残余がある場合は、残余の額を県に返還しなければなりません。 

 － 返還の方法 － 

   ○ 県が発行する納入通知書により、納付期限内に金融機関の窓口で納付してい

ただくこととなります。 
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（４）会計帳簿等の整理・保存 

① 整理・保存義務（条例第１３条第２項） 

 

  会派の経理責任者及び議員は、政務活動費の支出に係る会計帳簿その他証拠書類等

を整理し、収支報告書を提出すべき期間の末日の翌日から起算して５年を経過する日

の属する年度の末日まで保存しなければなりません。 
 

【例】 
 

 

 

 

 

 

② 保存する書類 

 

 

収支報告書・会計帳簿その他証拠書類等の保存期間 

H25/4/30(提出期限) H30/4/30(5 年経過日) H31/3/31(保存期限) H25/5/1(起算日) 

 

 

 

・ 収支報告書（控え） 

・ 支払証明書（写） 

・ 領収書等（原本） 

・ 会計帳簿（経理簿等） 

・ 通帳 

・ 賃貸借契約書（事務所、ＯＡ

機器等） 

・ 雇用契約書（事務員） 

・ 委託契約書（調査委託等） 

・ その他、支出の根拠となる書

類及び活動の実態が判る書類

等 

 

会派及び議員が保存 議長に提出（議長が保存） 

 

・ 収支報告書 

・ 支払証明書（原本） 

・ 領収書等（写） 

・（必要に応じて）その他、支

出の根拠となる書類及び活

動の実態が判る書類等 
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（５）閲覧 

① 閲覧に供される書類（条例第１４条第２項） 

 

▶ 収支報告書 
▶ 添付書類（― 領収書等（写し）・支払証明書（原本）―） 
 

※ 山形県議会情報公開条例第６条第 1 項各号に基く不開示情報はマスキングのう

え、閲覧に供されます。 

 

＜不開示情報＞ 

○ 個人に関する情報であって、特定の個人が識別されるもの。 

○ 開示をすることにより、個人の権利利益を害する恐れがあるもの。 等 

 

② 閲覧請求者（条例第１４条第１項） 

何人も閲覧することが可能です。 

 

③ 閲覧期間（条例第１４条第３項） 

 

 閲覧開始日 収支報告書の提出期限（翌年度４月３０日）の翌日から６０日を経過 

した日の翌日から。 

 閲覧終了日 収支報告書の提出期限（翌年度４月３０日）の翌日から５年を経過 

した日の属する年度の末日まで。 

 

 

④ 閲覧場所等（条例第１４条第４項） 

 

 閲 覧 場 所 県議会事務局総務課 事務室内 

 閲 覧 時 間 午前９時から午後４時３０分まで（山形県の休日以外の日） 
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（１）会 派 

 

  会派は「人格なき社団」ですが、「人格なき社団」に対する所得課税については、

原則非課税であり、収益事業を行う範囲において課税されるものです。 

  会派は収益事業を行っていないので、課税されません。 

 

（２）議 員 

 

議員個人に対する政務活動費は、議員としての公的調査研究活動に必要な費用を賄

うために支出されることとされています。 

したがって、政務活動費が雑所得の収入金額に該当するとしても、ここから政務活

動のために支出した費用を控除した収支差額については、返還する義務があるため、

剰余が生ずることはありません。 

その結果、課税所得は発生しないこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 税法上の取扱い 
 



 


